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はじめに 
 

本報告書は、アジア経済研究所が実施中の研究会、「中国経済の持続可能な

成長：資源・環境制約の克服はなるか」の中間成果である。 

同研究会では、中国の高度経済成長が四半世紀を超える長期に及ぶ成功を

収める一方で、次第に資源問題、環境問題が今後の成長のボトルネックとし

て注目を集めるようになっている背景の下、組織された。中国が今後も高度

成長を持続していくとして、資源（エネルギーおよび鉱物資源、また土地・

水資源）の安定供給にどのような課題があるのか、あるいは大気汚染や水質

汚染などの環境問題によって今後の成長が制約される可能性がどの程度ある

のか、こうした問いに答えるためにまずは現状の実態について正確に把握す

ることを目標に研究活動を行っている。 

また中国が果たして資源問題、環境問題に対処するためにどのような対策

を取ろうとしているかという点について、事実関係を正確に把握し、それを

客観的な立場から評価するというスタンスを重視している。実際、第 11 次五

カ年計画（2006-2010 年）において、中国は 2010 年時点でエネルギー消費の

GDP 原単位を 2005 年比で 20％改善する目標を拘束力のある目標として掲げ

ている。また同様に、大気汚染物質である SO2 についても 2010 年の排出量

を 2005 年比で 10％削減の目標を設定している。こうした中国政府の近年の

取り組みとその効果をきちんと評価することを重要なテーマとして研究を進

めている。より具体的には、省エネルギー、大気汚染および水質汚染対応の

環境設備導入、３R（リサイクル、リユース、リデュース）の循環型経済体

制の構築といった対策の進展と課題についての研究である。 

更に、最近の中国企業による対外資源獲得に関しても、今後の資源制約お

よび環境制約を克服する対策のひとつとして重要な分析テーマとして取り上

げている 。中国企業、特に資源企業の対外進出は近年大きな注目を浴びてお

り、また一部には脅威として受け止められている。それは中国企業の対外投
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資が、政府による「走出去（対外進出）」戦略の下で積極的に奨励されている

ことから来る「国家抱え」、「国がバックに控えた国家戦略」というイメージ

による警戒感と言えるかもしれない。我々の研究会では、そうした先入観抜

きに、中国企業の対外進出が中国の持続的な経済成長にとってどのような意

味を持つのか、そしてそのコストとベネフィットはどのようなものであるの

かという点について、データに基づいた客観的な検討を行おうとするもので

ある。 

プロジェクトの第１年度としてこの報告書では、各執筆者がそれぞれの担

当するテーマについて分量の制約などに制約されることなく、自由に論を展

開してもらった。このため互いに関連し合うテーマであるにもかかわらず、

有機的に連係していない面があるかもしれない。第２年度は本報告書を基に、

引き続き研究会で活発な議論の「空中戦」を重ね、各論文の完成度を更に高

めるとともに、１冊の書物としての総合力向上に努めたい。2009 年早春には

最終報告書を刊行する予定である。皆様の率直な御意見・御批判を乞う次第

である。 

第１年度研究会の実施にあたって、大西康雄（アジア経済研究所地域研究

センター長）、箱崎大（日本貿易振興機構中国北アジア課課長代理）、小島麗

逸（大東文化大学名誉教授）の先生方を講師として招聘し、それぞれ御専門

の立場から我々の研究を進めていく上で前提となる中国経済の行方、環境問

題の今後について貴重な講演を頂いた（招聘順、所属はいずれも招聘当時）。

また中国において実施した現地調査においては、調査訪問先の中国・日本の

各企業・機関の皆様には、ご多忙な中、大変丁寧な御対応をいただいた。紙

幅の関係上、具体的な社名・機関名を挙げることは差し控えさせていただく。

以上の皆様にここに謝意を表させていただきます。 

 

2008 年３ 月 

編者 
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